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（単位：千円）

Ａ

Ｂ１ Ｂ５

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  20,629,595  20,334,062  17,687,323 2,646,739 295,533 

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ LPガス料金高騰対策支援事業
Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○
③消費下支え等
を通じた生活者
支援

725,000 725,000 725,000 

①物価高騰が長期化する中、LPガスの利用者への支援のため、（一社）大
阪府LPガス協会が行う販売事業者支援に対して補助。
②補助金、事務費
③補助金:725,000千円（2,800円×24.5万世帯＋事務費39,000千円）
④LPガス利用者（（一社）大阪府LPガス協会を通じて支援）

－ － － R6.4 R7.3 LPガス利用者の料金負担軽
減：約26万世帯

決算確定後にHPで周知 ＬＰガス R6当初（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 子ども食料支援事業
Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

②エネルギー・
食料品価格等の
物価高騰に伴う
子育て世帯支援

6,712,945 6,712,945 6,712,945 

①物価高騰の影響を受ける子どもを支援するため、18歳以下の子どもを対
象に、申請型で食料支援を実施。
②食料費、事務費
③食料費：6,015,890千円＝5千円※/人×1,203,178人
　　　　　　※米の市場価格高騰に伴い、一部の対象者への支援を増額
　　　　　　　　（81,005千円）
　事務費：616,050千円
　　（事務費の内訳）
　　・大阪府子ども（子育て世帯）に対する食費支援事業(第3弾)運営業務
（審査、コールセンター業務等）：495,046千円
　　・大阪府子ども（子育て世帯）に対する食費支援事業(第３弾)に係る申
請システム構築及び運用保守支援業務:94,441千円
　　・大阪府子ども（子育て世帯）に対する食費支援事業(第３弾)に係る広
報業務（データ整理、チラシ印刷、送付等）：26,563千円
④府内市町村に居住する18歳以下の子（妊婦含む）（約136.9万人）

－ － － R6.6 R7.2
支援対象となる子ども（妊婦含
む）の数：136.9万人

決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6当初（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
子ども食堂における食の支援事
業

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

②エネルギー・
食料品価格等の
物価高騰に伴う
子育て世帯支援

322,432 322,432 322,432 

①食料品をはじめとした物価の高騰により、困難を抱える家庭の増加が懸
念される中、府内の子ども食堂に対し、缶詰、レトルト等の食品セットを配
付することで、子ども食堂の取組みを支援。
②食品セット購入費・郵送費
③積算根拠
  6月分精算金額（セット数：3,420）　25,597千円
  7月分精算金額（セット数：4,118）　30,821千円
  8月分精算金額（セット数：4,078）　30,522千円
  9月分精算金額（セット数：4,078）　30,522千円
10月分精算金額（セット数：4,402）　32,947千円
11月分見込金額（セット数：4,384）　32,812千円
12月分見込金額（セット数：4,500）　33,680千円
  1月分見込金額（セット数：4,700）　35,177千円
  2月分見込金額（セット数：4,700）　35,177千円
  3月分見込金額（セット数：4,700）　35,177千円
　　　　　  　　　　　　　　　　（合計）　322,432千円
　　うち金額確定分（6月～10月分）150,409千円
　　うち今後変動分（11月～3月分）172,023千円
※精算及び見込金額の算出について
　式：各月希望セット数（見込数含む）×契約単価（6,804円）×１．１
④府内の子ども食堂

－ － － R6.4 R7.3 提供予定の子ども食堂数：530
件

決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6当初（地）

14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 新事業展開チャレンジ支援事業
Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

484,034 484,034 484,034 

①エネルギー価格、物価高騰等による厳しい経営状況の中、中小企業者
の負担軽減を図ることを目的として、中小企業者の新事業展開、人材確保
及び生産性向上を促進するための補助支援を実施するとともに、専門家
等による伴走支援を実施。また、柔軟な雇用形態を導入するための体制
整備にかかるサポートを実施。
②補助金、委託料、事務費
③補助金：325,000千円=1,000千円×300者＋500千円×50者
　委託料：158,969千円
　事務費：65千円（公募型プロポーザル関係経費）
④府内中小企業等

－ － － R6.4 R7.3

・補助対象となる新事業展開に
チャレンジする中小企業者：300
者
・人材確保や業務改善に関する
相談件数：1,000件
・課題解決につながった件数：
350件

決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6当初（地）

15 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中小企業特別高圧電力契約者
等支援事業

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

316,687 316,687 316,687 

①エネルギー価格、物価高騰等による厳しい経営状況の中で、特別高圧
で受電する中小企業に対し、電気料金の一部を補助。
②支援金、委託料
③補助金：308,375千円＝5,930,274円（平均支援金額）×52者
　委託料：8,312千円
④特別高圧を受電する中小企業

－ － － R6.4 R6.8 特別高圧で受電する中小企業：
85件

決算確定後にHPで周知 特別高圧 R6当初（地）

16 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
奨学金返還支援制度導入促進
事業

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

1,032,626 1,032,626 1,032,626 

①物価高騰が長期化する中、奨学金を返還しながら働く従業員の負担を
軽減するとともに、府内中小企業における人材確保・定着につなげるた
め、奨学金の返還支援制度について制度周知を行うとともに、奨学金返還
支援制度を導入する企業に対し、支援金を支給する取組みを実施。
②支援金、委託料
③支援金：988,900千円＝1,979件（大阪府育英会）×300千円＋1,976件
（日本学生支援機構）×200千円、委託料：43,726千円
④奨学金返還支援制度を導入する府内中小企業

－ － － R6.4 R6.12 奨学金返還支援制度導入企業
数　2,000社

決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6当初（地）

17 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ リスキリング等促進支援事業
Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

122,172 122,172 122,172 

①物価高騰が長期化する中、求職者等の2024年問題にも対応したキャリ
ア支援や企業のマッチングを促進するとともに、特設サイト「にであう」を活
用したリスキリング支援を実施することで、企業の人材確保と生産性向上
を促進し賃上げ環境の整備につなげる。
②補助金、委託料
③補助金：68,384千円＝56,064千円（4-11月実績）＋12,320千円(12-3月実
績見込み)
　委託料：53,788千円
④府内中小企業、府内の求職者・在職者

－ － － R6.4 R7.3

・リスキリングサポート事業にお
ける相談者数延べ3,000人
・スキルアップ(資格取得)支援
事業における補助金支給者数
1,000人
・DX人材活躍推進事業におけ
るDXトレーニング受講者数
4,000人

決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6当初（地）

18 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中小事業者高効率空調機導入
支援事業

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

697,389 697,389 697,389 

①エネルギー価格、物価高騰等による厳しい経営状況の中で、中小事業
者の脱炭素化と電気料金の削減による経営力強化を後押しするため、高
効率空調機の導入を支援。
②補助金、事務費
③補助金：693,738千円＝4,851.31千円(平均交付決定額)×143件(交付決
定件数)、事務費：3,651千円（非常勤職員報酬等3,523千円＋郵送料38千
円＋事務用品90千円）
④中小事業者

－ － － R6.4 R7.3
補助対象となる高効率空調機
を導入する中小事業者数：約
200者

決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6当初（地）

19 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 飼料価格高騰対策事業
Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

13,464 13,464 13,464 

①飼料価格高騰の影響を受ける畜産農家に対して、配合飼料及び粗飼料
の購入費の一部を支援。
②補助金、事務費
③補助金(配合飼料)：8,531千円＝5.6千円(補助単価)×1,521.8ｔ(購入数量)
＋8.5千円(事務費)
　補助金(粗飼料)：4,933千円＝9.1千円(補助単価)×541.8t（購入数量）＋
3.6千円（事務費)④畜産農家

－ － － R6.4 R6.8 要件を満たす府内畜産農家へ
補助：39件

決算確定後にHPで周知 農林水産・食品分野 R6当初（地）

20 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
公共交通戦略推進事業（バス
事業者の人材確保支援）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

40,109 40,109 40,109 

①燃料費の高騰を受け経営状況がひっ迫し、運転手等の担い手不足が続
く中、路線バス事業者の人手不足を解消するため新規採用ドライバーの２
種免許取得等に係る費用の一部を補助。
②補助金、事務費
③補助金：39,109千円＝91,718千円(事業者から国への補助申請額)－
52,609千円(国から事業者への補助決定額)
　事務費：1,000千円(PC賃借料250千円＋事務用品750千円)
④大阪府内の路線バス事業者及び事業者を構成員とする協会

－ － － R6.4 R7.2 府内路線バス事業者14社、事
業者を構成員とする協会1団体

決算確定後にHPで周知
運輸交通・物流・観光
事業者 R6当初（地）

21 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食実施費
Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

②エネルギー・
食料品価格等の
物価高騰に伴う
子育て世帯支援

654,610 654,610 654,610 

①物価高騰に直面する保護者等の負担を軽減するため、府立学校に通う
幼児児童生徒の学校給食費等を無償とすることで、子育て世代等を支援。
②食料費
③給食食材料費654,610千円（生徒数約9,100名×約400円/食×約180食）
④府内の府立学校41校、府立学校に通う児童等の保護者（教職員除く）

－ － － R6.4 R7.3 学校給食費等を無償とした幼児
児童生徒約9,100名

決算確定後にHPで周知 給食 R6当初（地）

22 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
バイオプラスチックビジネス等
推進事業

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

40,711 40,711 40,711 

①エネルギー価格の高騰が続く中、バイオプラスチックの研究開発を支援
することにより、石油製品からの脱却をすすめエネルギー価格の高騰に左
右されにくい環境づくりを進める。
②補助金、委託料、事務費
③補助金：20,000千円（1件あたり3,000千円～5,000千円×6件程度）
　委託料：20,569千円、事務費：142千円
④府内中小企業等

－ － － R6.4 R7.3 2025年度以降、10件程度がビ
ジネス化されることをめざす。

決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6当初（地）

23 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中小事業者の対策計画書に基
づく省エネ・再エネ設備の導入
支援事業

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

19,413 19,413 19,413 

①エネルギー価格、物価高騰等による厳しい経営状況の中で、中小事業
者の計画的な脱炭素化の取組みと電気料金の削減による経営力強化を
後押しするため、対策計画書に基づき実施する効果的な脱炭素化の取組
みを支援。
②補助金
③補助金：19,413千円＝1,764.8千円(平均交付決定額)×11件(交付決定件
数)
④中小事業者

－ － － R6.4 R7.3
補助対象となる省エネ・再エネ
設備を導入する中小事業者数：
13者

決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6当初（地）

24 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
バス事業者等の脱炭素化促進
事業

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

591,066 295,533 295,533 295,533 

①エネルギー価格高騰の影響を受ける府内の事業者等の負担軽減のた
め、エネルギー価格の高騰に左右されにくい環境配慮型バス（EVバス・FC
バス）の導入費用の一部を補助。
②補助金
③補助率：車両導入費用の３分の１以内
　上限額：EVバス１台あたり18,000千円、FCバス１台あたり35,500千円
　補助台数：33台（EVバス32台、FCバス１台）
　補助金：591,066千円＝17,911.1千円（平均交付決定額）×33台
※総事業費のうち、その他（295,533千円）は大阪市負担分
④バス運行事業者

－ － － R6.4 R7.3 補助台数 52 台 決算確定後にHPで周知
運輸交通・物流・観光
事業者 R6当初（地）

特定事業者等
支援

自治体での予算区
分

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出
状況に定義されてい

る対象分野)

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費に
臨時交付金を
充当していな
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業
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交付対象事業の名称 経済対策との関係Ｎｏ
臨時の措置である
ことが分かる事業
名称としている

総事業費

Ｂエネルギー・
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Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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（単位：千円）

Ａ

Ｂ１ Ｂ５

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

特定事業者等
支援

自治体での予算区
分

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出
状況に定義されてい

る対象分野)

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費に
臨時交付金を
充当していな

い

枠

地
方
単
独
事
業

推奨事業メ
ニュー

⑨を選択した場合、より効果があると
考える理由

交付対象事業の名称 経済対策との関係Ｎｏ
臨時の措置である
ことが分かる事業
名称としている

総事業費

Ｂエネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

国
の
予
算
年
度

(

※
R
5
補
正
、

R
6
補
正
を

含
む
場
合
あ
り

)

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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24 

25 

26 

27 

25 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
公共交通戦略推進事業（UDタク
シー導入支援）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

504,000 504,000 504,000 

①燃料費などの物価高騰の影響を受ける事業者の負担軽減のため、高エ
ネルギー効率となるUDタクシーの導入にかかる費用の一部を補助。
②補助金
③補助金(UDタクシー)：504,000千円＝300千円(１台あたりの補助金額)×
1,680台(補助台数)
④府内のタクシー事業者、リース事業者

－ － － R6.4 R7.3
導入率25％に向け、UDタクシー
1,680台を導入

決算確定後にHPで周知
運輸交通・物流・観光
事業者 R6当初（地）

26 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
公共交通戦略推進事業（MaaS
促進）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

35,000 35,000 35,000 

①物価高騰の影響を受ける事業者の負担軽減のため、キャッシュレス化
などの交通環境の整備に係る費用の一部を補助。
②補助金
③補助金：35,000千円＝500千円(1,500千円(過年度実績1箇所)×1/3(国・
府・事業者で1/3ずつ))×70台(想定補助台数)
④府内の鉄道軌道事業者、路線バス事業者

－ － － R6.5 R7.2
MaaSの促進に寄与
府内の６１駅等を対象に、QR等
対応改札を導入

決算確定後にHPで周知
運輸交通・物流・観光
事業者 R6当初（地）

27 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
府立学校等電気代高騰への対
応

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果がある
と判断する地方
単独事業

直接住民の用に供する、府立学校や公の
施設について、光熱費高騰相当分に本交
付金を充当することにより、物価高騰の影
響の価格転嫁を軽減し、教育水準等の住
民サービスを維持する。
上記の対策は、府立学校に通う幼児児童
生徒等、住民への支援につながるものと考
える。

1,111,039 1,111,039 1,111,039 

①物価高騰の影響を受ける府立学校や公の施設について、光熱費高騰相
当分に本交付金を充当することにより、物価高騰の影響の価格転嫁を軽
減し、教育水準等の住民サービスを維持する。
②府立学校等の光熱費高騰相当分
③光熱費高騰対応：1,111,039千円
④府立学校等

－ － － R6.4 R7.3

・府立学校等の光熱費上昇へ
の対応：191校
・公の施設の光熱費上昇への
対応：11施設

決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6当初（地）

28 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 私立高校生等授業料支援事業
Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

②エネルギー・
食料品価格等の
物価高騰に伴う
子育て世帯支援

4,560,159 4,560,159 4,560,159 

①物価高騰の中にあっても、所得や世帯の子どもの人数に制限なく、自ら
の可能性を追求できる社会を実現するため、私立高校等の授業料支援の
拡充により子育て世帯の教育費負担の軽減を図る。
②補助金
③補助金：4,560,159千円
＜全日制高校・専修学校等＞
（所得制限拡充分）　4,180,363千円　※各校で積上げ
（他府県拡充分）　164,763千円　 ※各校で積上げ
＜通信制＞
（所得制限拡充分）　192,106千円　※各校で積上げ
（他府県拡充分）　22,927千円　 ※各校で積上げ
④生徒の保護者、私立学校等

－ － － R6.4 R7.3 支援対象生徒数：29,266人 決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6当初（地）

29 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
奨学金返還支援制度導入促進
事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

1,070,668 1,070,668 1,070,668 

①物価高騰が長期化する中、奨学金を返還しながら働く従業員の負担を
軽減するとともに、府内中小企業における人材確保・定着につなげるた
め、奨学金の返還支援制度について制度周知を行うとともに、奨学金返還
支援制度を導入する企業に対し、支援金を支給する取組みを実施。
②支援金、委託料
③支援金：1,000,000千円＝500千円×2,000社、委託料：70,668千円
④奨学金返還支援制度を導入する府内中小企業

－ － － R7.3 R7.3 奨学金返還支援制度導入企業
数　2,000社

決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6補正（地）

30 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中小事業者高効率空調機導入
支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

1,576,071 1,576,071 1,576,071 

①エネルギー価格、物価高騰等による厳しい経営状況の中で、中小事業
者の脱炭素化と電気料金の削減による経営力強化を後押しするため、高
効率空調機の導入を支援。
②補助金、事務費
③補助金：1,500,000千円＝2,142.857千円(平均交付申請額)×700件(想定
申請件数)、事務費76,071千円（委託料75,917千円＋郵送料154千円)
④中小事業者

－ － － R7.3 R7.3
補助対象となる高効率空調機
を導入する中小事業者数：約
700者

決算確定後にHPで周知
対象分野に関連しな
い R6補正（地）


